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�会計基準等�
収益認識

ASBJ　収益認識基準案，次回公表議決
の見込み 3317（7/10）

ASBJ　収益認識基準案公表 3319（7/24）

ASBJ　収益認識基準案による主な改正
点 3320（7/31）

ASBJ　収益認識基準案による適用時期
を整理 3321（8 / 7）

ASBJ　オープン・セミナーで収益基準
案を解説 3324（9 / 4）

《トピックスプラス》ASBJ　企業間で進
む収益基準案の検討 3326（9/18）

気になる税制改正のゆくえ　収益基準案
への対応は？ 3327（9/25）

JICPA・アナ協　代替的取扱いは論旨明
確な記述を 3332（10/30）

ASBJ　収益認識基準案へのコメント対
応開始 3335（11/20）

ASBJ　収益認識，コメント対応は基本
方針から 3338（12/11）

30年度税制改正大綱における新収益基
準対応 3340（12/25）

経財ニュース・トピックス
マイナス金利

ASBJ　マイナス金利対応は論点を再整
理 3322（8/21）

ASBJ　マイナス金利の開示半減，新た
に記載は２社 3333（11/6）

ASBJ　マイナス金利の取扱いを当面延
長へ 3338（12/11）

仮想通貨

ASBJ　仮想通貨の会計処理，原則は時
価評価が妥当か 3316（7 / 3）

ASBJ　仮想通貨の会計処理　近く草案
公表 3337（12/4）

ASBJ　仮想通貨の会計処理等に関する
当面の取扱い案を公表 3338（12/11）

金融商品

ASBJ　金融商品と公正価値測定，検討
再開へ 3321（8 / 7）

ASBJ　IFRS第９号エンドースメント手
続は，２つの観点から 3323（8/28）

ASBJ　IFRS第９号の２つの観点，「削
除または修正」せず 3324（9 / 4）

税効果

税効果新指針適用で「会計方針の変更」
は85社 3318（7/17）

総合索引
29 No.3316 ～3340

７月～ 12月

年
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ASBJ　税効果会計基準案へのコメント
対応 3328（10/2）

企業結合

FASF　無対価株式交換など，提言には
至らず 3318（7/17）

ASBJ　条件付取得対価，返還される場
合の処理を明確化へ 3331（10/23）

有償新株予約権

ASBJ　有償新株予約権は“報酬”，ストッ
ク・オプション基準に準拠へ 3326（9/18）

有償新株予約権　中止条件付きで導入の
会社も 3327（9/25）

開示関連

ASBJ　開示に関する適用後レビュー実
施へ 3316（7 / 3）

ASBJ　ディスクロ専門委でコメント案
を検討 3325（9/11）

経営者の判断など　注記充実に向け引き
続き検討 3335（11/20）

その他

《トピックスプラス》クラウドサービス
の会計処理 3335（11/20）

中小会計指針の改正案公表　法人税等基
準踏まえる 3338（12/11）

ASBJ　実務対応報告18号の修正項目追
加を検討 3340（12/25）

�国際会計基準（IFRS）等�
IFRS任意適用

金融庁　銀行業のIFRS適用に向け内閣
府令改正へ 3323（8/28）

銀行業のIFRS等適用に向け府令改正 
 3335（11/20）

修正国際基準（JMIS）

ASBJ　修正国際基準，IFRS15号を「削
除又は修正」せず 3334（11/13）

ASBJ　IFRS16号「リース」のエンドー

スメントを検討 3336（11/27）

�監査・レビュー�
金融庁

金融庁　長文型監査報告，導入課題など
検討へ 3316（7 / 3）

監査法人のローテーション制度は調査継
続 3320（7/31）

会計教育の重要性，監査報告書の在り方
等議論 3326（9/18）

金融庁　「監査報告書の透明化」につい
て審議開始 3331（10/23）

KAM試行　会計基準による差も 3336（11/27）

金融庁　除外事項付意見のKAM記載等
を議論 3340（12/25）

JICPA

JICPA　監査事務所に「見積りの監査」，
「監査証拠」等で改善勧告 3316（7 / 3）

JICPA　監査人の交代理由等の開示充実
ヘ 3317（7/10）

JICPA　在庫評価，売価還元法は虚偽表
示リスク高い場合も 3317（7/10）

JICPA　東芝の監査問題で会見 3319（7/24）

JICPA　一体的開示に関する検討結果を
報告 3324（9 / 4）

JICPA　金沢で第38回研究大会開催 
 3329（10/9）

JICPA　研究報告第16号「監査及びレ
ビュー等の契約書の作成について」を
公表 3330（10/16）

JICPA　違法行為への対応に関する指針
等を新設へ 3330（10/16）

JICPA　会長声明「十分な監査期間確
保」求む 3339（12/18）

CPAAOB

CPAAOB　監査事務所検査結果事例集
を改訂 3320（7/31）
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会計士試験1,231人合格　前年比１割増 
 3337（12/4）

その他

JICPA　社外役員会計士協議会を設置 
 3320（7/31）

JICPA　公認会計士社外役員ネットワー
ク立ち上げ 3329（10/9）

監査役協　会計監査人評価・選定基準実
務指針を改定 3331（10/23）

SEC　米国でのCAM導入が正式決定 
 3332（10/30）

�ディスクロージャー�
金商法開示

企業内容等開示府令などを改正 3319（7/24）

金融庁　税効果会計基準等の改正案を受
けて財規等改正へ 3331（10/23）

金融庁　ディスクロWG報告踏まえ企
業内容等開示府令等を改正へ 3332（10/30）

金融庁　フェア・ディスクロージャー・
ルールのガイドライン案示す 3332（10/30）

企業の情報開示後退に懸念の声も 3334（11/13）
企業情報の開示・提供のあり方等を検討

へ 3336（11/27）

企業情報の開示見直し議論の検討経過 
 3337（12/4）

金融庁・金融審　ディスクロージャー
WG開催 3339（12/18）

取引所開示

東証　相談役・顧問の情報開示を求める 
 3322（8/21）

東証　2016年度の「会計基準選択の考
え方」を分析 3323（8/28）

《トピックスプラス》四半期短信，サマ
リー情報様式と異なる開示も 3323（8/28）

四半期短信，定性的情報をすべて省略し
た会社は７％ 3324（9 / 4）

その他

ディスクロ優良企業　新たに５社を選定 
 3332（10/30）

週間「適時開示」ニュース

（６/20 ～６/26） 3316（7 / 3）

（６/27 ～７/３） 3317（7/10）

（７/４～７/10） 3318（7/17）

（７/11 ～７/17） 3319（7/24）

（７/18 ～７/24） 3320（7/31）

（７/25 ～７/31） 3321（8 / 7）

（８/１～８/７） 3322（8/21）

（８/８～８/21） 3323（8/28）

（８/22 ～９/４） 3325（9/11）

（９/５～９/11） 3326（9/18）

（９/12 ～９/18） 3327（9/25）

（９/19 ～９/25） 3328（10/2）

（９/26 ～ 10/２） 3329（10/9）

（10/３～ 10/９） 3330（10/16）

（10/10 ～ 10/16） 3331（10/23）

（10/17 ～ 10/23） 3332（10/30）

（10/24 ～ 10/30） 3333（11/6）

（10/31 ～ 11/６） 3334（11/13）

（11/７～ 11/13） 3335（11/20）

（11/14 ～ 11/20） 3336（11/27）

（11/21 ～ 11/27） 3337（12/4）

（11/28 ～ 12/４） 3338（12/11）

（12/５～12/11） 3339（12/18）

（12/12～12/18） 3340（12/25）

�会社法�
個人株主数　３年連続で増加 3317（7/10）

《トピックスプラス》株主が提案できる
議案数を10以下に制限へ 3325（9/11）

《トピックスプラス》決算日から４カ月
後の株主総会，定款変更で実現へ 
 3327（9/25）

法務省・法制審　会社法改正に向けて議



28

週刊　 （第三種郵便物認可）29．12．25　 No. 3340

論 3330（10/16）

会社補償に関する規定を会社法に新設へ 
 3334（11/13）

《トピックスプラス》会社法で「株式交
付」に係る規律を整備へ 3337（12/4）

法制審　会社法改正に向けて中間試案の
たたき台を審議 3339（12/18）

DWG報告等受け会社法施行規則等を改
正へ 3340（12/25）

�内部統制�
開示すべき重要な不備，2016年４月～

2017年２月期に15社 3318（7/17）

本誌調査　開示すべき重要な不備，
2017年３月期は13社 3321（8 / 7）

本誌調査　開示すべき重要な不備と監査
人交代 3339（12/18）

�コーポレート・ガバナンス�
東証一部「独立社外取締役２名以上」が

約９割 3321（8 / 7）

取締役会の実効性評価を実施する会社が
７割超え 3325（9/11）

経産省　役員報酬等に関するQ&A改定 
 3329（10/9）

CG改革深化のため６つの論点を議論 
 3335（11/20）

監査役協会　CGコード適用２年目の分
析 3339（12/18）

�企業動向�
本誌調査

本誌調査　会計方針の変更，2016年４
月～ 2017年２月期に42社・45件 
 3322（8/21）

訂正報告書の提出は87社・103件 3325（9/11）
会計方針の変更，2017年３月期に104

社・109件 3327（9/25）

GC注記，2016年４月期～ 2017年３月
期は37社 3328（10/2）

本誌調査　2018年３月期1Q，定額法へ
の変更は43社 3329（10/9）

本誌調査　見積りの変更　2017年３月
期は146社・156件 3330（10/16）

2017年３月期　会計方針変更の55％が
遡及適用 3333（11/6）

外部会計監査人の選定・評価基準の開示
例 3333（11/6）

10月末までにIPO62件，IFRS上場は４
件 3334（11/13）

「特設注意市場銘柄」指定後の動向 3338（12/11）
不適切会計・課徴金等

《トピックスプラス》不正会計等の発覚
経緯　会計監査が約３割 3321（8 / 7）

《トピックスプラス》短信，有報・四半
期報の提出延長相次ぐ 3324（9 / 4）

証券監視委　開示検査事例集を公表 
 3330（10/16）

週刊M&Aニュース

（2017/６/17 ～ 2017/６/23） 3316（7 / 3）

（2017/６/24 ～ 2017/６/30） 3317（7/10）

（2017/７/１～ 2017/７/７） 3318（7/17）

（2017/７/８～ 2017/７/14） 3319（7/24）

（2017/７/15 ～ 2017/７/21） 3320（7/31）

（2017/７/22 ～ 2017/７/28） 3321（8 / 7）

（2017/７/29 ～ 2017/８/４） 3322（8/21）

（2017/８/５～ 2017/８/18） 3323（8/28）

（2017/８/19 ～ 2017/８/25） 3324（9 / 4）

（2017/８/26 ～ 2017/９/1） 3325（9/11）

（2017/９/２～ 2017/９/８） 3326（9/18）

（2017/９/９～ 2017/９/15） 3327（9/25）

（2017/９/16 ～ 2017/９/22） 3328（10/2）

（2017/９/23 ～ 2017/９/29） 3329（10/9）

（2017/９/30 ～ 2017/10/６） 3330（10/16）
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（2017/10/７～ 2017/10/13） 3331（10/23）

（2017/10/14 ～ 2017/10/20） 3332（10/30）

（2017/10/21 ～ 2017/10/27） 3333（11/6）

（2017/10/28 ～ 2017/11/３） 3334（11/13）

（2017/11/４～ 2017/11/10） 3335（11/20）

（2017/11/11 ～ 2017/11/17） 3336（11/27）

（2017/11/18 ～ 2017/11/24） 3337（12/4）

（2017/11/25 ～ 2017/12/１） 3338（12/11）

（2017/12/２～2017/12/８） 3339（12/18）

（2017/12/９～2017/12/15） 3340（12/25）

�学会・セミナー�
青学　ガバナンス改革のため，プロ

フェッション育成を 3319（7/24）

税務研究会　創立70周年記念カンファ
レンスを開催 3320（7/31）

日経新聞　監査報告書の長文化に関する
フォーラム開催 3321（8 / 7）

日本会計研究学会　「経済環境の変化」
テーマに全国大会開催 3329（10/9）

日本監査研究学会　第40回全国大会を
開催 3329（10/9）

ACFE JAPAN　「不正調査とAI」テー
マにカンファレンス開催 3331（10/23）

�その他�
世界で意見発信　人材育成へ本格始動

 3318（7/17）

海外M＆Aの事例共有などを目指す
 3326（9/18）

民間平均給与　４年連続で増加 3328（10/2）

東証　東芝の特設注意市場銘柄指定を解
除 3330（10/16）

太陽と優成が2018年７月目途に合併へ
 3330（10/16）

ガイダンス策定など８つの提言 3333（11/6）

ICAEW　ブロックチェーンに関する報
告書公表 3338（12/11）

トーマツ　監査業務集中化の拠点開所
 3338（12/11）

2017年“経財”５大ニュース 3340（12/25）

トーマツ　不正リスク分析クラウドサー
ビス開始 3340（12/25）

ミニファイル
�収益認識�
基本原則

収益認識の５ステップ 3319（7/24）

契約の識別

契約変更 3334（11/13）

履行義務の識別

総額表示・純額表示 3318（7/17）

消えるポイント引当金 3320（7/31）

本人か代理人か 3328（10/2）

財又はサービスに対する保証 3336（11/27）

ギフト配送契約 3336（11/27）

オプションの付与と「重要な権利」 3338（12/11）
取引価格の算定

返品権付き商品の販売 3324（9 / 4）

リベートの表示 3325（9/11）

重要な金融要素 3339（12/18）

税制改正と返品調整引当金 3340（12/25）

取引価格の配分

独立販売価格 3322（8/21）

履行義務の充足

ライセンス供与 3323（8/28）

未使用の商品券等 3325（9/11）
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原価回収基準 3326（9/18）

割賦販売の収益認識時点 3327（9/25）

出荷基準の取扱い 3329（10/9）

請求済未出荷契約 3330（10/16）

買戻契約 3330（10/16）

委託販売契約 3331（10/23）

原価回収基準の採用 3331（10/23）

輸出取引の収益認識 3332（10/30）

商品券の会計処理 3332（10/30）

返金不要の支払 3333（11/6）

商品券の非行使部分の処理 3334（11/13）

知的財産へのアクセスと使用 3337（12/4）

受注制作のソフトウェア 3340（12/25）

特定の取引

工事損失引当金 3320（7/31）

有償支給取引 3321（8 / 7）

消費税の処理 3335（11/20）

自社ポイントと他社ポイント 3338（12/11）

�引当金�
株主優待引当金 3319（7/24）

投資損失引当金 3328（10/2）

�取引所・株式�
一部指定要件 3316（7 / 3）

民事再生と上場廃止 3317（7/10）

監査意見と上場廃止基準 3324（9 / 4）

業績予想 3326（9/18）

所属業種の変更 3327（9/25）

JASDAQ業績基準 3333（11/6）

単元株式数の減少 3335（11/20）

適時開示PDFのプロパティ 3337（12/4）

政策保有株式の開示 3339（12/18）

�税効果会計�
表示方法の変更 3322（8/21）

分類１の回収可能性判断 3323（8/28）

その他有価証券の一時差異 3329（10/9）

�国際会計基準（IFRS）�
IFRS第15号の開示例 3321（8 / 7）

�監査・レビュー等�
監査人交代時の意見表明 3317（7/10）

�その他�
第４次産業革命 3316（7 / 3）

国際会計人材ネットワーク 3318（7/17）

解　説
�会計基準・会計実務等�
■厳選！現場からの緊急相談Ｑ＆Ａ

有限責任監査法人トーマツ
第43回　投資先の関連会社化と持分法適用開始の留意点 3318（7/17）

永江　孝幸

第44回　「複合金融商品」 3323（8/28）

千代田　義央

第45回　退職給付会計 3326（9/18）
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安場　達哉

第46回　債務超過子会社に関する会計処理 3330（10/16）

近藤　雅治

第47回　自己株式と投資有価証券の取得および売却における会計処理の違い 3337（12/4）

淡河　貴絵

■いまさらきけない会計基準等と実務のポイント

新日本有限責任監査法人
第12回　在外子会社のキャッシュ・フロー計算書の作成 3316（7 / 3）

安福　健也

第13回　税効果会計関係の注記の作成 3319（7/24）

安福　健也

第14回　設備資産の処分等の意思決定に係る会計処理 3323（8/28）

西村　強

第15回　デット・エクイティ・スワップ 3327（9/25）

石井　隆之

第16回　企業結合・事業分離等に関する会計基準 3332（10/30）

安福　健也

第17回　リース取引の分類と会計処理 3336（11/27）

矢部　光識

■シリーズ「学生と語る会計基準」　西川教授のポイントレッスン！

第21回　ストックオプション会計 3317（7/10）

第22回　連結概念 3322（8/21）

第23回（最終回）　概念フレームワーク 3325（9/11）

慶應義塾大学商学部　客員教授　西川　郁生

■会計不正の構造

【file12】架空売上計上 3326（9/18）

【file13】売掛金の滞留の原因は早すぎる売上計上だった 3334（11/13）

■CFOに必要な財務リテラシーとは何か？

第４回　配当性向30％の誤謬 3316（7 / 3）

第５回　200種類のハードルレートを使いこなす 3321（8 / 7）

第６回（最終回）　見えない価値を見える化する 3324（9 / 4）

東洋大学客員教授・エーザイ常務執行役CFO　柳　良平
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■上場会社の経理担当者が知っておくべきPPA実務

株式会社Stand by Ｃ
第４回　PPAにおける無形資産の認識プロセス 3318（7/17）

公認会計士・税理士　角野　崇雄

第５回　PPAにおける無形資産の測定プロセス 3321（8 / 7）

公認会計士・税理士　大和田　寛行

第６回　無形資産の評価手法：超過収益法，ロイヤルティ免除法 3323（8/28）

公認会計士・税理士　松本　久幸

第７回　WACC，IRR，WARAと各資産の割引率の設定 3325（9/11）

公認会計士・税理士　角野　崇雄

第８回　経済的耐用年数 3328（10/2）

公認会計士・税理士　松本　久幸

第９回　PPAで使用する事業計画について 3331（10/23）

公認会計士・税理士　大和田　寛行

第10回　節税効果と人的資産 3334（11/13）

公認会計士・税理士　松本　久幸

第11回　PPAプロセスの具体例 3337（12/4）

公認会計士・税理士　大和田　寛行

第12回（最終回）　PPAを実施しても無形資産が計上されないことがある 3340（12/25）

公認会計士・税理士　角野　崇雄

■在外子会社の連結

第１回　在外子会社連結時の論点整理 3324（9 / 4）

第２回　在外子会社の財務諸表の換算 3326（9/18）

第３回　資本連結（支配獲得時の仕訳） 3328（10/2）

第４回　資本連結（支配獲得後の仕訳） 3330（10/16）

第５回　資本連結（追加取得時の仕訳） 3332（10/30）

第６回　資本連結（一部売却時の仕訳） 3334（11/13）

第７回　内部取引の消去，未実現利益の消去，留保利益の税効果 3336（11/27）

第８回　個別キャッシュ・フロー計算書の作成 3338（12/11）

第９回　連結キャッシュ・フロー計算書の作成（原則法） 3340（12/25）

公認会計士　飯塚　幸子

■その他

・マイナス金利をめぐって 3317（7/10）

慶應義塾大学経済学部　教授　池尾　和人
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・企業会計基準公開草案第60号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正（案）」等の
公表について 3317（7/10）

（前）企業会計基準委員会　専門研究員　三宮　朋広 

／企業会計基準委員会　専門研究員　淡河　貴絵

・企業会計基準公開草案第61号「収益認識に関する会計基準（案）」等の公表について 
 3324（9 / 4）

企業会計基準委員会　ディレクター　川西　昌博 

／企業会計基準委員会　専門研究員　島田　謡子

�税務�
■組織再編成に関する税制改正

第５回（最終回）　その他の改正 3316（7 / 3）

デロイト トーマツ税理士法人グローバルタックスサービス 
　パートナー　西村　美智子／シニアアソシエイト　山之内　泰弘

�国際会計基準（IAS/IFRS）関係�
■IFRSをめぐる動向

PwCあらた有限責任監査法人
第99回　マクロヘッジ再び 3322（8/21）

宮治　哲司

第100回　IAS第８号「会計方針，会計上の見積りの変更及び誤謬」−アジェンダ決定に
よる会計方針の変更 3329（10/9）

井上　雅子

第101回　IFRS第17号「保険契約」のそれから 3334（11/13）

川端　稔

■Ｑ＆Ａコーナー　気になる論点

（190）　IASBにおける開示原則の検討（3） 3316（7 / 3）

（191）　IASBの保険契約（1） 3318（7/17）

（192）　IASBの保険契約（2） 3320（7/31）

（193）　IASBの保険契約（3） 3321（8 / 7）

（194）　IASBの保険契約（4） 3323（8/28）

（195）　発生の可能性が高い 3325（9/11）

（196）　無形資産のリース取引 3327（9/25）

（197）　契約における取引開始日 3328（10/2）

（198）　収益認識と買戻条件 3329（10/9）
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（199）　収益認識と表示 3330（10/16）

（200）　会計方針と会計上の見積り 3332（10/30）

（201）　現物出資による関連会社の設立 3334（11/13）

（202）　負債と資本の区分 3336（11/27）

（203）　仮想通貨と収益認識（1） 3338（12/11）

（204）　仮想通貨と収益認識（2） 3340（12/25）

早稲田大学大学院　会計研究科　教授　秋葉　賢一

■強制適用間近！一般事業会社向け おさらいIFRS第９号 

第1回　「金融商品」 3320（7/31）

第2回　「金融商品」　実務上のポイント① 3321（8 / 7）

第3回　「金融商品」　実務上のポイント② 3322（8/21）

有限責任 あずさ監査法人　太田　実佐

■世界のIFRS適用事例

Case4　開発費～無形資産計上の要件～ 3319（7/24）

Case5　開発費～非製造業での資産計上～ 3322（8/21）

Case6　有形固定資産の再評価モデル 3329（10/9）

■【投資家が求める開示】企業分析の視点からみたIFRS財務諸表

第２回　M&Aの開示と企業のガバナンス 3333（11/6）

株式会社野村総合研究所　上級研究員　三井　千絵

■これでスッキリ！ IFRS保険会計Ｑ＆Ａ

有限責任 あずさ監査法人
第１回　総論，保険契約の定義，適用範囲 3327（9/25）

三輪　登信／加賀　直樹

第２回　保険負債の測定モデル 3330（10/16）

蓑輪　康喜／久米　将太

第３回　保険負債測定のための諸要素 3332（10/30）

藤原　初美／黒澤　尚史／山下　光

第４回　変動手数料アプローチ（VFA） 3333（11/6）

藤原　初美／上田　智文／渡辺　伸哉

第５回　保険料配分アプローチ（PAA）および再保険 3335（11/20）

佐藤　栄裕／廣瀬　文人

第６回（最終回）　表示・開示および移行アプローチ 3339（12/18）

蓑輪　康喜／細野　賢二／榎本　洋介
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�海外事情�
■海外会計トピックス

CFOの職務は財務だけではない，書籍紹介：消えつつある中間層，その他 3316（7 / 3）

失敗の恐れを克服する方法，収益認識基準変更で多額の利益増加，その他 3317（7/10）

英国：2016年不正損失額￡1,500億超，試験で足を使ったカンニング，その他 3318（7/17）

英国：会計業務志望者と実習生，GAO：米国政府の内部統制の重要な欠陥 3319（7/24）

投資家がSECに人的資本等の開示要望，IASB有用な財務報告検討，その他 3320（7/31）

ブロックチェーンは証券，税の不正と処分事例，その他 3321（8 / 7）

将来の会計で知っておくべき事，ブロックチェーンに大騒ぎは不要，その他 3322（8/21）

先進的分析を役立てる４項目，財務不正が与える影響，その他 3323（8/28）

CFOがCEOになるのは限定的，米国産業界では新監査報告書に反対，その他 3324（9 / 4）

会計学専攻学生の増加傾向続く，SECが仮想通貨不正を警告，その他 3325（9/11）

CFOは労働力転換支援すべき，COSOがERMの内容更新，その他 3326（9/18）

CFOは企業文化の担い手，会計士の跡継ぎにならない理由，その他 3327（9/25）

IASB：無形資産についての対応促進，デジタル企業は納税意識が低い？その他 3328（10/2）

犯罪のコスト，多くのCPAが現在の給与で満足，その他 3329（10/9）

英国：管理会計担当者の報酬上昇，収益認識基準変更での監査対応，その他 3330（10/16）

財務専門家は数字集めより洞察力，内部通報者の役割，その他 3331（10/23）

新収益認識対応のリスク，減損処理不正回避で経営者が英米で処分，その他 3332（10/30）

経理マンの横領を防ぐ，投資家の意思決定の基本と関心事，その他 3333（11/6）

監査委員会に関する規則は効果なし，米国新CPA試験の状況，その他 3334（11/13）

クリック広告詐欺，パラダイス文書の衝撃，その他 3335（11/20）

超富裕者の租税回避方法，2016年「のれん」減損が減少，その他 3336（11/27）

金融危機で訴追された金融機関関係者数，英国での内部通報事情，その他 3337（12/4）

より上手に業務をまかせる６つの方法，英国：不正輸入取引で￡10億の損害，その他 
 3338（12/11）

借金に苦しむ米国人，人種と賃金格差，その他 3339（12/18）

資金回転期間管理，欧州で株主訴訟が増大傾向，その他 3340（12/25）

飯田公認会計士事務所　飯田　信夫

■世界の会計事務所から

第13回　南アフリカ日本企業が進出する際の留意点 3320（7/31）

KPMG南アフリカ事務所　シニアマネジャー　佐々木　一晃

第14回　ハンガリー 3327（9/25）

KPMGハンガリー事務所　マネジャー　長竹　純一

第15回　ポーランド 3331（10/23）

KPMGポーランド　ワルシャワ事務所　シニアマネジャー　杏井　康真
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第16回　チェコ　移転価格に係る税務調査 3336（11/27）

KPMGプラハ事務所　シニアマネジャー　加治　孝幸

■その他

・世界会計よもやま話　進む自動仕訳，様々な方法で 3321（8 / 7）

愛知工業大学　教授　岡崎　一浩

・シンガポールでの記念講演会及び在シンガポール日本人公認会計士の会創設懇親会 
 3328（10/2）

SCS Global Professionals （S） Pte Ltd　公認会計士　副島　慎太郎

・先読み　経財トピックス　Topic　6 
　英国コーポレートガバナンス・コードの現在（いま） 3337（12/4）

野村総合研究所　上級研究員　三井　千絵

・アジア太平洋管理会計学会　2017年度大会を終えて 3340（12/25）

静岡県立大学　准教授　森　勇治

�監査�
■監査報告書の「透明化」に向けて

第1回　監査制度の観点から 3320（7/31）

青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘

第２回　会社法の観点から 3321（8 / 7）

筑波大学　ビジネスサイエンス系　教授　弥永　真生

第３回 　財務諸表利用者の観点から 3322（8/21）

野村證券株式会社 グローバル・リサーチ本部エクイティ・リサーチ部 
　エグゼクティブ・ディレクター　野村　嘉浩

第４回　監査人の観点から 3323（8/28）

PwCあらた有限責任監査法人　千代田　義央

■「監査法人のガバナンス・コード」への対応を聴く

・本企画の趣旨について 3323（8/28）

青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘

・有限責任 あずさ監査法人 3323（8/28）

品質管理の責任者：金井　沢治（専務理事/パートナー） 
／監査実施の責任者：服部　將一（常務執行理事/企画本部長/パートナー） 

／聴き手：町田　祥弘（青山学院大学大学院教授）
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・PwCあらた有限責任監査法人 3323（8/28）

品質管理の責任者：井野　貴章（執行役常務） 
／監査実施の責任者：木内　仁志（執行役副代表） 
／聴き手：町田　祥弘（青山学院大学大学院教授）

・新日本有限責任監査法人 3324（9 / 4）

品質管理の責任者：紙谷　孝雄（経営専務理事/品質管理本部長） 
／監査実施の責任者：會田　将之 

（消費財・小売セクター　日本エリアアシュアランスリーダー　シニアパートナー） 
／聴き手：町田　祥弘（青山学院大学大学院教授）

・有限責任監査法人トーマツ 3324（9 / 4）

品質管理の責任者：石塚　雅博 

（レピュテーション・クオリティ・リスク・マネジメント本部長） 
／品質管理の責任者：油谷　成恒（品質管理本部長） 

／監査実施の責任者：山田　博之（パートナー） 
／聴き手：町田　祥弘（青山学院大学大学院教授）

・新創監査法人 3325（9/11）

品質管理の責任者：柳澤　義一（統括代表社員） 
／監査実施の責任者：相川　高志（代表社員） 

／聴き手：町田　祥弘（青山学院大学大学院教授）
・太陽有限責任監査法人 3325（9/11）

品質管理の責任者：並木　健治（品質管理部部長） 
／監査実施の責任者：柴谷　哲朗（パートナー） 

／聴き手：町田　祥弘（青山学院大学大学院教授）
・トヨタ自動車株式会社 3326（9/18）

常勤監査役：中津川　晶樹 

／聴き手：町田　祥弘（青山学院大学大学院教授）
・島崎憲明（野村ホールディングス株式会社　社外取締役・監査委員長） 3326（9/18）

聴き手：町田　祥弘（青山学院大学大学院教授）
・インタビューを終えて 3326（9/18）

青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘

■その他

・「監査報告書の透明化」について 3319（7/24）

有限責任 あずさ監査法人　金融事業部パートナー　関口　智和

・「監査事務所検査結果事例集」の公表について 3325（9/11）

公認会計士・監査審査会事務局　審査検査室長　梅本　慶治
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・コーポレート・ガバナンスとリスクマネジメントについて 3339（12/18）

PwCあらた有限責任監査法人　パートナー　小林　昭夫

�ディスクロージャー�
・決算短信等の様式に関する自由度向上を受けた上場会社の決算発表状況 3317（7/10）

東京証券取引所　上場部　前川　和俊

・決算短信等の様式に関する自由度の向上を踏まえた上場会社の四半期決算における対応
状況 3328（10/2）

東京証券取引所　上場部　ディスクロージャー企画グループ 
　調査役　高橋　将文

■注記実務の留意点

仰星監査法人
第１回　会計方針の変更・未適用の会計基準等 3338（12/11）

荻窪　輝明

第２回　表示方法の変更・会計上の見積りの変更 3340（12/25）

井上　敏

■その他

・Q&Aでよくわかる！フェア・ディスクロージャー・ルール 3319（7/24）

弁護士　安部　健介／弁護士　青山　慎一

・「開示検査事例集」の公表について 3338（12/11）

証券取引等監視委員会事務局　開示検査課　課長補佐　八木原　栄二

�コラム・書評等�
■私の会計史

theme1　ブラッセルで体験した為替変動会計（１） 3317（7/10）

theme2　ブラッセルで体験した為替変動会計（２） 3321（8 / 7）

theme3　英国のEU加盟とインフレーション会計 3323（8/28）

theme4　1970年代の英国社会と欧州勤務６年の総括 3327（9/25）

theme5　本店経理部で本格的に会計を学ぶ 3329（10/9）

theme6　税法と民法を学び，会計処理の武器とする 3330（10/16）

theme7　サウジアラビア勤務時代（1982 ～ 1983） 3333（11/6）

theme8　機械経理部 （その１） 3335（11/20）

theme9　機械経理部 （その２）～経営者も経理マンもビジネス現場を知る必要あり 
 3336（11/27）
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theme10　ドイツ勤務（その１）～日本の商法・税法のルーツを知る 3337（12/4）

theme11　ドイツ勤務（その２）旧東独企業民営化の悲劇 3338（12/11）

theme12　最後の経理部勤務（その１）連結経営の高まりと「単主連従」から「連主単従」
への変化 3339（12/18）

藤田　敬司

■ハーフタイム

「忖度」の是非 3316（7 / 3）

ドイツとフランスの関係 3318（7/17）

『努力論』 3320（7/31）

公正価値測定で頼れるのは“企業”か“市場”か 3322（8/21）

ドイツ経済はなぜ強いのか 3323（8/28）

若者の海外離れ 3326（9/18）

遊びとビジネス 3327（9/25）

人間を知り，自己を知る 3329（10/9）

推定的義務 3330（10/16）

三銃士 3331（10/23）

カズオ・イシグロ『日の名残り』を読む 3337（12/4）

予想信用損失モデルのどこが革新的でどこまでが伝統的か 3338（12/11）

判断と仮定に依存する「推定」 3339（12/18）

■書評

・八田進二編著『開示不正～その実態と防止策』 3321（8 / 7）

金融庁 証券取引等監視委員会事務局　開示検査課長　谷口　義幸

・國領二郎／三谷慶一郎／一般社団法人 価値創造フォーラム21著『トップ企業が明かす 
デジタル時代の経営戦略 ～「絶対的価値」を生み出すエグゼクティブCIOの挑戦』 
 3323（8/28）

慶應義塾大学大学院　客員教授　西川　郁生

・鈴木広樹著『適時開示実務入門（第2版）』 3333（11/6）

法政大学　教授　石島　隆

・小津稚加子編著『IFRS適用のエフェクト研究』 3335（11/20）

前企業会計基準委員会委員長　西川　郁生

■学会等お知らせ

・グローバル会計・監査フォーラム「監査及び監査法人の透明性の向上と監査品質」の開
催について 3316（7 / 3）

・第15回青山学院「会計サミット」の開催について 3316（7 / 3）

・日本ディスクロ研究学会　第15回研究大会を開催 3317（7/10）
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・日本公認会計士協会セミナー開催のお知らせ 3320（7/31）

・「国際会計研究学会第34回研究大会」開催について 3321（8 / 7）

・「日本監査研究学会第40回全国大会」開催について 3323（8/28）

・ACFE JAPAN　10月６日にカンファレンス 3327（9/25）

■その他

・（株）ディスクロージャー＆IR総合研究所　開設10周年に寄せて 3335（11/20）

株式会社ディスクロージャー＆IR総合研究所　代表取締役社長　平松　朗

・別冊「開示実例と傾向」の特徴と活用法 3338（12/11）

�インタビュー�
・東京国税局　藤田新局長にインタビュー 3325（9/11）

・関東信越国税局　刀禰局長にインタビュー 3329（10/9）

・ASBJ小賀坂副委員長に聞く　収益認識基準の開発動向公開草案の公表を経て 3329（10/9）

■収益認識基準公開草案の検討　財務諸表作成者の問題意識と実務対応

File01　日本建設業連合会 3329（10/9）

File02　日本百貨店協会 3330（10/16）

File03　日本貿易会 3331（10/23）

File04　モバイル・コンテンツ・フォーラム 3331（10/23）

File05　情報サービス産業協会 3335（11/20）

File06　電気事業連合会 3339（12/18）

File07　日本チェーンストア協会 3340（12/25）

〈企業編〉　三菱地所株式会社 3340（12/25）

■わたしの働き方～独立公認会計士インタビュー～

Vol. 1　小駒望公認会計士事務所　代表　小駒　望 3321（8 / 7）

Vol. 2　株式会社エスプラス　代表取締役　辻　さちえ 3324（9 / 4）

Vol. 3　AGRI法律会計事務所　包括代表CEO　本木　賢太郎 3326（9/18）

Vol. 4　アカウンティングワークス株式会社　代表取締役　花房　幸範 3329（10/9）

Vol. 5　松田眞理公認会計士事務所　所長　松田　眞理 3333（11/6）

お詫びと訂正
・No.3315（6/26）：「組織再編成に関する税制改正」第4回 3319（7/24）

・No.3334（11/13）：ミニファイル「商品券の非行使部分の処理」 3336（11/27）


